こども・未来プランの実施状況(平成18年度)

1　事業数・決算額
	　
	事　　業　　数
	決　　　算　　　額

	
	17年度
	18年度
	増 減
	17年度
	18年度
	増     減

	(1)成長段階に応じた取組
	118
	119
	＋1
	160億6,913万円
	163億5,439万円
	＋2億8,526万円

	(2)成長段階に共通した取組
	85
	86
	＋1
	459億6,325万円
	537億2,813万円
	＋77億6,488万円

	(3)援護を要する子ども・保護者への支援
	52
	54
	＋2
	115億9,973万円
	113億4,151万円
	▲2億5,822万円

	(4)職業生活と家庭生活の両立
	10
	11
	＋1
	4億7,770万円
	5億5,805万円
	8,035万円

	計
	265
	270
	＋5
	741億981万円
	819億8,208万円
	＋78億7,227万円


※各事業の実績等については、別紙1「施策体系別事業実績一覧(平成18年度)」参照。
2　平成18年度 主な新規事業（決算額上位１０事業）
	　事　　業　　名
	事　　　業　　　内　　　容
	決算額(万円)

	小中養護学級指導体制充実事業

	小・中学校の養護学級在籍者数が、年々、増加する状況の中、障害の多様化、重度化等が進んでいる小・中学校の養護学級の指導体制の充実を図るため、非常勤講師を配置し、よりきめ細やかな対応を行う。
	8,292

	一時保護所整備事業
	急増する一時保護児童に対応するため、元中央子ども家庭センターの事務スペースを活用し、一時保護所の定員の拡充を図る。
	6,410

	障害教育地域支援整備事業
	府が養成した盲･聾･養護学校及び市町村リーディングスタッフを巡回相談員として活用し、効果的に小・中学校等の支援に当たれるよう非常勤講師を配置するなど、障害のある子ども一人ひとりの教育的ニーズに即応できる地域支援体制の整備を図る。
	5,891

	知的障害のある生徒の教育環境整備事業
	知的障害のある生徒の後期中等教育の充実のため、５年間の調査研究の成果を踏まえ、知的障害生徒自立支援コースを府立高等学校に設置し、自立支援推進校とする。また、府立たまがわ高等支援学校の共生推進教室を府立枚岡樟風高等学校内に設置し、両校の連携協力のもと、たまがわ高等支援学校の生徒が、日々、枚岡樟風高等学校に通い、高等学校の教育を受けるモデル研究を行う。
	5,587


	総合周産期母子保健総合医療センター運営補助事業
	　府内の周産期医療システム整備を図るとともに、周産期医療体制の充実を図るため、ハイリスク妊産婦及びハイリスク新生児に対し、高度な医療を提供する総合周産期母子医療センターの開設者に対して補助を行う。
	3,475

	　事　　業　　名
	事　　　業　　　内　　　容
	決算額(万円)

	市町村文化振興支援・文化コンテンツ振興事業
	市町村の自主事業うち、子ども（小、中学生を対象）に対する、芸術鑑賞機会の充実、文化体験、教育現場等における大阪文化の再発見につながる事業や新進芸術家の発掘・育成につながる事業で、企画内容が優秀なものに対し、補助金を交付する。
	2,938 


	地域安全マップ利用サービス
	防犯上、交通安全上の要注意箇所に関する情報をインターネットを通じ閲覧できる地図システムにより情報の共有化を進め、地域の防犯力の強化を推進し、子どもの安全を確保する。また、警察の情報提供ネットワークシステムと連携を図り、子ども被害情報をリアルタイムで対応できるシステムとし、効果的に地域安全情報を提供する。
	2,864

	「こころの再生」府民運動推進事業
	子どもをめぐる痛ましい事件が多発する中、大人も子どもも今一度、「生命を大切にする」「思いやる」「感謝する」「努力する」「ルールやマナーを守る」といった大切なことを見つめなおし、毎日の暮らしの中で、できることからはじめようと呼びかける「こころの再生」府民運動を展開する。
	2,784

	市町村児童家庭相談体制強化モデル事業
	市町村における児童家庭相談体制を早急に整備するため、市町村へのケースワーカーの派遣に併せて、相談体制の構築に要する経費の一部を助成する。
	2,400

	青色回転灯によるパトロール支援事業
	　子どもの安全確保のために青色回転灯を装備した自動車でパトロール活動を行う団体に、青色回転灯等を市町村を通じて提供する。
	2,336


3　主要プロジェクトの状況

　(注)　丸数字は年度
	Ⅰ　子どもを守る
　(1)児童虐待対策プロジェクト

　　・児童虐待の発生予防システムの構築事業　実施市町村　⑰33→⑱35（市町村単独で実施しているところを含めると府内全市町村で実施）
　　・地域虐待防止ネットワークの充実

要保護児童対策地域協議会設置市町村数　⑰21(H18.4.1)→⑱38(H19.4.1)
(2)地域で子どもの安全を守るプロジェクト

　　・「こども110番」運動の展開

　　　　こども110番の家・事業者　⑰120,505件→⑱131,317件

・市町村立学校の警備員配置等に伴う補助　
警備員等配置校数　⑰705校→⑱603校


	Ⅱ　子育て家庭への支援

　(1)地域における子育て支援プロジェクト

・子育て支援保育士事業　実施箇所数（保育所分）　⑰ 81→⑱ 169

・地域子育て支援センター事業　実施箇所数　⑰111→⑱118(市町村単独事業含む)

・キンダーカウンセラー事業　　実施園数　⑰ 82→⑱ 89

　(2)保育所待機児童解消プロジェクト

　　・待機児童数(大阪市、堺市、高槻市、東大阪市を除く)　　

855 人(H17.4.1)→627人(H18.4.1)

	Ⅲ　次世代の青少年を育てる

　(1)不登校対策プロジェクト

　　・スクールカウンセラー配置中学校　⑰334校→⑱290校

　　・ハートフレンド派遣小・中学校　　⑰202校→⑱237校

　(2)青少年の健全育成プロジェクト

　　・青少年健全育成条例の運用

・府内小学校(高学年)を重点とした非行予防教室の開催

　　⑰1,201回→⑱2,502回

　(3)スポーツ・文化を通じて豊かな感性を育む環境整備プロジェクト

　　・おおさか・元気シリーズ

　　　　⑰公演回数12回、入場者数10,188人→⑱公演回数8回、入場者数7,258人

　(4)若者の自立・挑戦プロジェクト

　　・確かな学力の育成(少人数指導等実施学校数)

　　　　小学校　711校・98.1%(H17.5.1)→614校・97.8%(H18.5.1)
　　　　中学校　330校・98.8%(H17.5.1)→286校・98.6%(H18.5.1)
　(5)若年者の就職支援プロジェクト

　　・ＪＯＢカフェＯＳＡＫＡ登録者数(累計)　⑰38,780人→⑱51,332人

　　・ニートサポート事業　ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ実施人数　⑰726人→⑱1, 501人

　　　　　　　　　　　　　就労訓練参加者　　⑰20人→⑱35人


	Ⅳ　次代の親をつくる   子どもとのふれあい推進プロジェクト

　・児童ふれあい交流促進事業　実施市町村　⑰３市１町→⑱３市１町


　
	Ⅴ　仕事と子育ての両立支援   仕事と子育ての両立応援プロジェクト

　・両立支援取組事例データベース件数　  ⑰50件→⑱75社
　・仕事と家庭の両立取組応援奨励金事業(⑱から新規実施)　選定企業数14社


4　目標数値の進捗状況
別紙2「目標数値の進捗状況(平成18年度)」参照。　
資料１
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